
Ⅰ 徹底した歳出削減に向けた取組�
 1　人件費の見直し�
　　【7億2,000万円の削減】�
　○職員人件費の減額（管理職手当、期末・勤勉
手当）�

　○時間外勤務時間の20％削減（時間外勤務手当
の削減）�

　○職員数の削減（5年間で30人）�
 2　事務執行経費の削減【1億円の削減】�
 3　補助金・負担金の見直し�
　　【7,500万円の削減】�
　○補助金の適正化（18年度：原則10％程度の
一律削減の実施）�

 4　民間活力の活用 　　　�
　○民間への業務委託の推進�

　○指定管理者制度の活用（公の施設の管理運営
方法の見直し）�

 5　発注業務の改革�
　○公共工事の工事請負費の削減�
　○入札制度の改善�
 6　すべての事業の見直し�
　　【25億3,500万円の削減】�
　○既存事業の見直し（町内循環バス運行事業、
長寿祝金支給事業などの廃止、施策の選択や
重点化）�

　○公共事業費の抑制（大規模な新規事業（図書
館等の箱物整備事業、推進事務を除く白岡駅
西口地域整備推進事業）を原則として凍結）�

　○行政評価制度の導入検討�

Ⅱ 歳入確保に向けた取組�
 1　徴収の強化　【2億円の確保】�
　○町税の徴収率及び徴収額の数値目標の設定（前
年度の実績に対し0.1ポイント向上）�

　○特別収納対策チーム（仮称）の設置�
　○管理職員等による滞納者宅への訪問徴収の実
施�

　○滞納対策庁内会議（仮称）の設置�
　○公共施設等での納税の検討�
　○口座振替加入率の向上�
 2　税収確保に向けた課税の見直し�
　○税負担の公平性・適正化に配慮した町税の見
直しの検討�

 3　資産の活用�
　○将来的に利活用予定のない財産の売払いや貸

付け等の推進�
 4　受益者負担の適正化�
　　【1億2,500万円の確保】�
　○使用料・手数料の見直し�
　○各種受益者負担の見直し�
　○減額・免除制度の見直し�
　○高齢者等無料制度の見直し�
 5　町の特性を生かした土地利用�
　○民間活力を生かした有効的な土地利用の促進�
 6　町の魅力アップ�
　○町のイメージ向上による地域の活性化�
　○安心・安全で良質な居住環境の構築�
　○事業者から見た町の魅力の向上�
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Ⅲ 町民と行政の信頼関係の堅持�
 1　町民との情報の共有�
　○町公式ホームページの再構築�
　○広報「しらおか」の充実�
　○新聞等の各種情報媒体を活用した町政情報等
の積極的な提供�

　○パブリックコメント制度の導入�
 2　地域とのつながりの強化�
　○町政モニター制度の充実�
　○地域への職員等の派遣制度の導入�

　○Let’s庁内プロジェクト（仮称）の設置（職員
の意欲やアイディアを生かした住民協働施策
の企画立案）�

　○地域活動への支援の充実�
 3　パートナーシップの創造�
　○住民協働庁内検討会議（仮称）の設置�
　○住民協働町民推進会議（仮称）の設置�
　○自治基本条例の制定検討�

Ⅳ 地方分権に対応した行政組織の確立�
 1　職員の意識改革・人材育成の充実�
　○職員提案制度の充実�
　○目標による管理（目標による行政運営）の導入�
　○職場環境マネージャー制度の導入�
　○人材育成基本方針の策定�
　○政策形成研修の充実�
　○勤務評定の見直し�
　○昇任試験制度の見直し�
 2　組織の再編�
　○機動的な組織の構築（課の再編）�
　○既存の庁内会議の整理統合（8会議削減）�
 3　附属機関等の見直し�
　○既存の附属機関等の整理統合（4機関削減）�
　○附属機関等の委員報酬、費用弁償の見直し�
　○附属機関等委員の公募を制度化�

　○休日・夜間の会議を推奨�
　○附属機関等における議会議員の委員就任や町
職員の委員就任の見直し�

 4　窓口サービスの向上�
　○窓口の繁忙期（3月下旬から4月上旬まで）の
休日開庁の試行�

　○既存の公共施設の窓口での住民票等の発行取
次サービスの実施�

 5　外郭団体の改革�
　○外郭団体に対する改革の基本的な方針の策定�
　○外郭団体による改革プログラムの策定、公表�
 6　行政の広域化の推進�
　　行財政改革の視点で広域行政施策の積極的な
推進�

 1　事務・事業の再編、整理、廃止、統合�
　○水道課の組織体制の見直し（3係制から2
係制への移行）�

　○健全な運営を確保するため料金改定の検
討�

　○経営基盤強化、経営効率化を図るため水
道事業の広域化を調査・研究�

 2　民間委託等の推進�
　○積極的な民間委託化�

 3　定員管理の適正化�
　○事務・事業の見直し、業務の民間委託化
による定員管理の適正化�

 4　手当の総点検・給与の適正化�
　○職員人件費の減額（管理職手当、期末・
勤勉手当）�

　○時間外勤務時間を20％削減（時間外勤務
手当の削減）�
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